
Ⅱ　損益の状況

(単位：百万円、口、人、％）
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(単位：百万円、％）

（ ） （ ） （ ）
1．資金運用収支＝資金運用収益－（資金調達費用－金銭の信託運用見合費用）

2．役務取引等収支＝役務取引等収益－役務取引等費用

3．その他事業収支＝その他事業収益－その他事業費用

4．事業粗利益＝資金運用収支＋役務取引等収支＋その他事業収支

5．事業粗利益率＝事業粗利益／資金運用勘定平均残高×100

(単位：百万円）

1．事業純益＝事業収益－（事業費用－金銭の信託運用見合費用）－一般貸倒引当金繰入額

2．実質事業純益＝事業純益＋一般貸倒引当金繰入額

3．コア事業純益＝実質事業純益－国債等債券関係損益

　 　国債等債券関係損益は、国債等債券売却益、国債等債券償還益、国債等債券売却損、国債等債券償還損、

   国債等債券償却を通算した損益です。

「単体自己資本比率」は、「農業協同組合等がその経営の健全性を判断するための基準」（平成18年金融庁・
農林水産省告示第２号）に基づき算出しています。
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　２．利益総括表

項 目 令和2年度 令和3年度 増減

　１．最近の5事業年度の主要な経営指標
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　　　事業純益

項 目 令和2年度 令和3年度 増減
事 業 純 益 △ 209 1,006 1,215
実 質 事 業 純 益 △ 178 1,006 1,184
コ ア 事 業 純 益 △ 607 193 800

(注）

△ 832 △ 294 537
コ ア 事 業 純 益

（投資信託解約損益を除く）



(単位：百万円、％）

資金運用勘定
うち預け金
うち有価証券
うち貸出金

資金調達勘定
うち貯金・定積
うち譲渡性貯金
うち借入金

総資金利ざや
1．総資金利ざや＝資金運用利回り－資金調達原価率

　  資金調達原価率＝(資金調達費用（貯金利息＋譲渡性貯金利息＋売現先利息＋債券貸借取引支払利息＋

    借用金利息＋金利スワップ支払利息＋その他支払利息（支払雑利息等））＋経費－金銭の信託運用見合費用）／

    （貯金＋譲渡性貯金＋売現先勘定＋債券貸借取引受入担保金＋借用金＋その他（貸付留保金、従業員預り金等）－

　　金銭の信託運用見合額）×100

2．資金運用勘定の「うち預け金」の利息には、受取奨励金及び受取特別配当金が含まれています。

3．資金調達勘定の「うち貯金・定積」の利息には、支払奨励金が含まれています。

4．資金調達勘定計及び「うち貯金・定積」の平均残高及び利息は、金銭の信託運用見合額及び金銭の信託運用見合費

　　用を控除しています。

　４．受取・支払利息の増減額
(単位：百万円）

受取利息
うち預け金
うち有価証券
うち貸出金

支払利息
うち貯金・定積
うち譲渡性貯金
うち借用金

1．増減額は前年度対比です。

2．受取利息の「うち預け金」には、受取奨励金及び受取特別配当金が含まれています。

3．支払利息の「うち貯金・定積」には、支払奨励金が含まれています。

4．支払利息計の増減額は、金銭の信託運用見合費用控除後の支払利息額の増減額となっています。
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0.49 571,376

　３．資金運用収支の内訳


